
特定非営利活動法人紡ぐ企画室定款

第 1章 総則

(名称 )

第 1条 この法人は、特定非営利活動法人紡ぐ企画室という。

(事務所 )

第2条 この法人は、主たる事務所を東京都西東京市富士町―丁目7番6牛 102号に置く。

第2章 目的及び事業

(目 的 )

第3条 この法人は、障がい児者及びその家族に対して、安心してつながり、学び合い、支え合える環

境づくりに関する事業を行い、地域における障がい理解の促進及び共生社会の実現に寄与することを

目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。

(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)子どもの健全育成を図る活動

(3)人権の擁護又は平和の推進を図る活動

(事業)

第5条 この法人は、第3条の目的を達成するため、次の特定非営利活動に係る事業を行う。

(1)障がい児者及びその家族を対象とした交流会・イベント等の企画、運営事業

(2)福祉、教育、子育て等に関する情報交換、情報発信及び学習機会の提供事業

(3)障がい理解の促進及び地域共生社会の実現に向けた啓発事業

(4)障がい児家庭を支援する活動者及び居場所づくりの支援並びに物品の販売事業

第3章 会員

(種別 )

第6条 この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法(以下「法」という。)上

の社員とする。

(1)正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し、活動を支援するために入金した個人及び団体

(入会 )

第7条 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長に申し込

むものとし、理事長は、そのものが前条に掲げる条件に適合すると認めるときは、正当な理由がない限

り、入会を認めなければならない。

2理事長は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本人にその

旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費 )

第8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失 )

第9条 会員が次の各号の一に該当するに至つたときは、その資格を喪失する。



(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)継続して1年以上会費を滞納したとき。

(4)除名されたとき。

(退会 )

第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。

(除名)

第11条 会員が次の各号の一に該当するに至つたときは、総会において正会員総数の4分の3以上の

議決により、これを除名することができる。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与え

なければならない。

(1)この定款に違反したとき。

(2)この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

(拠出金品の不返還 )

第12条 既納の入会金、会費及びその他の拠出金品は、返還しない。

第4章 役員

〈種別及び定数 )

第13条 この法人に次の役員を置く。

(1)理事 3人以上5人以下

(2)監事 1人

2理事のうち、1人を理事長、若干名を副理事長とする。
(選任等 )

第14条 理事及び監事は、総会において選任する。

2理事長及び副理事長は、理事の互選とする。
3役 員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは3親等以内の親族が1人を超えて
含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の総数の3分の 1を超えて含

まれることになつてはならない。

4監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。
(職務 )

第15条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。

2理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、理事長があら
かじめ指名した順序によつて、その職務を代行する。

4理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、この法人の業務
を執行する。

5監事は、次に掲げる職務を行う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは定

款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。



(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若しくは理事

会の招集を請求すること。

(任期等)

第16条 役員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。

2前項の規定にかかわらず、任期の末日において後任者が選任されていない場合には、同日後最初
の総会が終結するまで、その任期を伸長する。

3補欠のため、又は増員によつて就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残

存期間とする。

4役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければなら

ない。

(欠員補充)

第17条 理事又は監事のうち、その定数の3分の1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充し

なければならない。

(解任)

第18条 役員が次の各号の一に歓当するに至つたときは、総会において正会員総数の4分の3以上の

議決により、これを解任することができる。この場合、その役員に対し、議決の前に弁明の機会を与え

なければならない。

(1)職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があつたとき。

(報酬等)

第19条 役員は、その総数の3分の1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3前2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第5章 総会

(種別)

第20条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の2種とする。

(構成)

第21条 1総会は、正会員をもつて構成する。

(権能 )

第22条 総会は、次の事項について議決する。

(1)定歌の変更

(2)解散

(3)合併

(4)事業計画及び予算に関する事項

(5)事業報告及び決算に関する事項

(6)役員の選任等に関する事項

(7)入会金及び会費に関する事項

(3)長期借入金に関する事項

(9)事務局の組織等に関する事項

(10)その他この法人の運営に関する重要事項



(開催 )

第23条 通常総会は、毎年1回開催する。

2臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面又は電磁的方法をもつて招

集の請求があったとき。

(3)第 15条第5項第4号の規定により、監事から招集があつたとき。

(招集)

第24条 総会は、前条第2項第3号の場合を除き、理事長が招集する。

2理事長は、前条第2項第1号及び第2号の規定による請求があつたときは、その日から30日 以内に

臨時総会を招集しなければならない。

3総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法を
もって、少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(議長)

第25条 総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。

(定足数)

第26条 総会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ開会することができない。

(議決)

第27条 総会における議決事項は、第24条第3項の規定によつてあらかじめ通知した事項とする。

2総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、可否同数
のときは、議長の決するところによる。

3理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において、正会員全員が書面又
は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の総会の決議があったもの

とみなす。

(表決権等 )

第28条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。

2やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面

若しくは電磁的方法をもつて表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。

3やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、ネットワーク機器等の接続によるオンライ
ン会議システム (発言等の情報伝達の双方向性及び即時性が確保されているものに限る。以下同じ。)

によって、総会に参加し、表決することができる。

4前 2項の規定により表決した正会員は、第26条、前条第2項、次条第1項及び第49条第1項の適用
については、総会に出席したものとみなす。

5総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができな
い。

(議事録 )

第29条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)日時及び場所

(2)正会員総数及び出席者敬(書面、電磁的方法若しくはオンライン会議システムによる表決者又は表

決委任者がある場合は、その数を付記すること。)



(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2臓事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上が署名又は記名押印し
なければならない。

3前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたこと
により、総会の決議があったものとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しな

ければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日

(4)議事録の作成に係る職務を行つた者の氏名

第6章 理事会

(構成)

第30条 理事会は、理事をもつて構成する。

(権能)

第31条 理事会は、この定款で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の饉決を要しない会務の執行に関する事項

(開催 )

第32条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の2分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面又は電磁的方法をもつて招集

の請求があつたとき。

(3)第 15条第5項第5号の規定により、監事から招集の請求があったとき。

(招集)

第33条 理事会は、理事長が招集する。

2理事長は、前条第2号及び第3号の規定による睛求があつたときは、その日から14日 以内に理事

会を招集しなければならない。

3理事会を招集するときは、会饉の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法

をもって、少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(議長)

第(■条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。

(定足数 )

第35条 理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ開会することができない。

(議決)

第36条 理事会における議決事項は、第33条第3項の規定によつてあらかじめ通知した事項とする。

2理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(表決権等 )



第37条 各理事の表決権は、平等なるものとする。

2やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について書面
又は電磁的方法をもつて表決することができる。

3やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、ネットワーク機暑等の接続によるオンライ
ン会議システムによって、理事会に参加し、表決することができる。

4前2項の規定により表決した理事は、第35条及び次条第1項の適用については、理事会に出席した

ものとみなす。

5理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができな
い。

(議事録 )

第38条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)日時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名(書面、電磁的方法又はオンライン会議システムによる表決

者にあつては、その旨を付配すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上が署名又は記名押印し

なければならない。

第7章 資産及び会計

(資産の構成)

第39条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。

(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴う収益

〈6)その他の収益

(資産の区分 )

第40条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産の1種とする。

(資産の管理)

第41条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の腱決を経て、理事長が別に定め

る。

(会計の原則)

第42条 この法人の会計は、次に掲げる原則に従つて行うものとする。

(1)会計算は、正規の簿記の原則に従つて正しく配帳すること。

(2)活動計算書、貸借対照表及び財産目録は、会計簿に基づいて活動に係る事業の実績及び財政状

態に関する真実な内容を明瞭に表示したものとすること。

(3)採用する会計処理の基準及び手続については、毎事業年度継続して適用し、みだりにこれを変更

しないこと。



(会計の区分)

第43条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計の1種とする。

(事業計画及び予算 )

第44条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければなら

ない。

(暫定予算)

第45条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理

事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を請じることができる。

2前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。
(事業報告及び決算)

第46条 この法人の事業報告及び決算は、毎事業年度、理事長が事業報告書、活動計算書、貸借対

照表及び財産目録等として作成し、監事の監査を経て、その年度終了後3か月以内に総会の承認を得

なければならない。

2決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。
(事業年度)

第47条 この法人の事業年度は、毎年4月 1日に始まり翌年3月 31日に終わる。

(長期借入金)

第48条 この法人が資金の借入をしようとするときは、その事業年度の収益をもって償遺する短期借入

金を除き、総会の承認を得なければならない。

第3章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第49条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以上の議決を得

なければならない。

2定款の変更は、以下の事項を変更する場合には、所轄庁の認証を得なければならない。

(1)目的

(2)名称

(3)特定非営利活動の種類及び当腋特定非営利活動に係る事業の種類

(4)主たる事務所及びその他の事務所の所在地 (所轄庁の変更を伴うものに限る。)

(5)社員の資格の得長に関する事項

(6)役員に関する事項 (役員の定数に係るものを除く。)

(7)会議に関する事項

(3)その他の事業を行う場合には、その種類その他当族その他の事業に関する事項

(9)解散に関する事項 (残余財産の帰属すべき者に係るものに限る。)

(10)定款の変更に関する事項

(解散 )

第50条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

“

)合併



(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2前項第1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の承諾を得なけれ

ばならない。

3第 1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。
4この法人が解散(破産手続開始の決定による解散を除く。)したときは、総会において選任する場合

を除き、理事がその清算人となる。

(残余財産の帰属)

第51条 この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに残存する財産

は、法第11条第3項に規定する法人のうちから総会において選定したものに帰属するものとする。

(合併 )

第52条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の議決を経、か

つ、所轄庁の認証を得なければならない。

第9章 公告の方法

(公告の方法)

第53条 この法人の公告は、官報に掲載して行う。ただし、法第28条の2第 1項に規定する貸借対照表

の公告については、内目府NPO法人ポータルサイト(法人入力情報欄)に掲載して行う。

第10章 事務局

(事務局の設置等)

第

“

条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。

2事務局には、事務局長その他の職員を置く。
3職員は、理事長が任免する。
4事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第11章 雑則

(細則 )

第55条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。

附 則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。

理事長    森香奈子

副理事長    りl!田雅美
理事     壺沼あゆみ

監事     清本奈津美
3この法人の設立当初の役員の任期は、第16条第1項の規定にかかわらず、成立の日から令和10

年6月 30日 までとする。

4この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第`“条の規定にかかわらず、設立総会の定めるとこ

ろによるものとする。



5この法人の設立当初の事業年度は、第47条の規定にかかわらず、成立の日から令和9年3月 31日

までとする。

6この法人の設立当初の入会金及び会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。

(1)入会金 正会員(個人・団体)0円 賛助会員(個人・団体)0円

(2)年会費 正会員(個人・団体)0円 賛助会員(個人・団体)0円



書式第1号 (法第10条・第23彙関係 )
設立・役員変更用

役員名簿
(役員名簿及び役員のうち饉■を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人紡ぐ企画室

1確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
図各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2役 員一覧

役名
(フリガナ)

報目の有無
役職名等

氏名

理事

モリカナコ

無 理事長
森香素子

つ
‘ 理事

カワタマサミ

無 副理事長
川田雅美

■

） 理事

ヒシヌマアユミ

無

菱沼あゆみ

4 監事

キヨモトナツミ
無

清本崇津美

一
● 理事・E事 有・無

＾
０ 理事・監事 有・無

７

・ 理事・監事 有・無

ｎ

一 理事・菫事 有・無

０

） 理●・菫事 有・無

10 理事・監事 有・無



書式第8号 (法第10条・第25条関係)

設立・定款変更用

令和8年度 事業計画書

特定非営利活動法人紡ぐ企画室

1事業実施の方針

本年度は、法人設立初年度として、経続的な支援活動の上台となる組織基盤の整備に重点を置く。任

意団体として培ってきた当事者・家族のつながりを法人の活動へと引き継ぐとともに、西東京市内の公

共施設・福祉施設や行取・医療機関との連携関係を構築する。あわせて、交流会や学習会を試行的に

開催しながら活動運営マニュアルや広報体制を整え、次年度以降の本格的な事業展開に向けた準備

を進める。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非 に の 千円 )

事薬費
(千円)

従事者
人数
ぜ雷暑
範囲

受査
対象者
人数

日時 場所
■配
た
名
継塾
足

事業内容

1205人 障がい

児者及
びその

家族

80人令和8
年12月
～令和
9年 3月

月1回

程度

西東京
市内の
公共施
設 (公民
館等)、

福社施

設

障がい児者家庭のため

の交流会の企画・運営。

設立初年度は少人数で
の試行開催と運営体制
の整備を中心に行う。

障がい児者
及びその家
族を対象とし
た交流会・イ
ベント等の企
画、運営事業

120人 463人 障がい

児家庭
および

福祉・教
育関係
者

令和8
年12月
～令和
9年3月

学習会
1回、情
報発信
は随時

西東京
市内の
会議室
および
インター
ネット上

専門家や先輩保護者を
招いた学習会の試行開
催。WobサイトSNSによ
る情報発信の基盤づく

り。

福祉、教育、
子育て等に

関する情報
交換、情報発

信及び学習
機会の提供
事業

∞地域住
民一般

60人西東京
市内の
公共施
設、学
校

5人令和8

年12月

～令和
9年3月

随時

障がい理解
の促進及び
地域共生社
会の実現に

向けた啓発
事業

障がい児家庭の暮らしと

地域資源を紹介する冊
子の企画・準備。地域ヘ

の書発活動の基盤整
備。

404人 地域住
民一般

40人令和8
年12月

～令和
9年 3月

随時

西東京
市内の
公共施
設、およ

びイン
ターネッ
ト上

障がい児家庭を支援す
る活動者・団体への情報
提供と連携づくり。活動
を支える物品の頒布準
備。

障がい児象
庭を支援する

活動者及び

居場所づくり
の支援並び
に物品の販
売事業



書式第8号 (法第10彙・第25彙関係 )

設立・定款変更用

令和9年度 事業計画書

特定非営利活動法人紡ぐ企画
=1事業実施の方針

前年度に整備した組織基盤と連機関係を活かし、交流会・学習会の開催頻度と対彙範囲を拡大する。

障がい理解を促進する啓発事業や、障がい児家慶を支える活動者への支援を本格化させるとともに、

助成金の申鯖や寄附の獲得を通じて財政基盤の安定と活動の持餞可能性を高める。地域全体で障が

い児者とその家族を見守る体制づくりを推進し、共生社会の実現に寄与する。

2事業の実施に関する事項
に

.

1

彙奎|

対彙者
範囲

受奎
対象者
人数

事業費
(千円)日時 場所

従事者
人数事業内容

3CЮ人 400西東京
市内の
公共施
設 (公民
館等 )、
福社施
設

5人 障がい
児者及
びその
家族

毎月1
～4回

障がい児者
及びその家
族を対彙とし
た交流会・イ
ベント等の企
画、運営事業

障がい児者家庭のため
の交流会の企画・運営。

障がい
児家庭
および
福社・教
育関係
者

∝Ю人 150西東京
市内の
会饉室
および
インター
ネット上

3人勉強会
は年4
回、情
報発信
は通年

福祉、教育、
子育て等に

関する情報
交換、情報発
信及び学習
機会の提供
事業

専門家(作業凛法士や先
輩保饉者)を招いた子青
て勉強会の開催。Wob
サイト・SNSを通じた行政
サービスや日常の工夫
に関する継機的な情報
発信。

2005人 地域住
民一般

2∞人セミナー

は年1

回、冊
子配布
は通年

西東京
市内の
公共施
設、学
校

障がい児家庭の暮らしと
地域資源を紹介する冊
子の作成・配布。障がい
理解を促進するセミナー

の開催。

障がい理解
の促進及び
地域共生社
会の実現に

向けた啓発
事業

200地域住
民一般

100人支援活
動は通
年、販
売活動
は年4
回程度

西東京
市内の
公共施

設、およ

びイン
ターネッ
ト」L

4人障がい児童庭を支援す
る活動普及び団体への
活動支援及び物品販
売。

障がい児家

庭を支援する
活動者及び

居場所づくり
の支援並び
に物品の販
売事業

|11躍H



【B】 経 常 費 用

2

(2)その日 E費

消耗品費

通信運搬費

科日 金  田 小計・合計

ｎ

）

錦DJЮ

●

）

1田am

ｎ

）

い】経 常 収 益

経 常 収 菫 計 557,200

０

０

０

０

2田 .∝Ю

ao,o"事菫費計

60,000

g2,000

●

`,00042,αЮ

1事業費
(1)人件費

綸‖手当

役員颯爾

退職綸付費用

福利厚生費

(2)その儀経費

会場僣上費

広報・印刷費

緻材費・渭耗品費

鰊費交通・遍●■

(1)人停費

役員颯醸

綸料手当

相利厚生費

令和8年度特定非営利活動に係る事業会計活動予算書

成立の日から令和0年3月 31日まで

特定非営利活腱法人紡ぐ企■菫

(単位 :円 )

41,700

40,400

172“Ю

０

０

巨藁□

399,αЮ

n

【
く
】

0巨正コロ

4

巨IE□
四巨 IEコ

交流会・イベント事彙収益

□琶玉
=コ
エIII□

コEIIE□

1

95,000

24,2∞

38,OЮ0

正全員受取会費

費助会員受取会費



旅費交通費

会■費

ロヨ費計

饉 常 費 用 計

20,αЮ

55,900

12,日

"4り,αЮ
当 期 饉 常 増 鳳 ■ 【A】―【B】・ ①̈ 120,4Ю

経 常 外 収 益 計

C】 経 常 外 収 整

固定責農売却益

過年度損薔修正益

目定貴壼発却損

災書損失

過年度損菫修正損

【D】 饉 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計 ＾
Ｕ

当 期 経 常 外 増 滅 傾 【C】―【0】 ・ ②̈

12,4Ю

法人税、住民税及び事業税・・・④

設立時正味財産饉 ・・・⑤

・〇

0

70.0∞

税 引 口 当 日 正 味 財 壼 増 餞 ■

次 期 日 鶴 正 味 財 豊 ■ 0-④+O 田 ,4∞



科目 金  田 小計・合計

ｎ
）

Ｕ^

“

Ю,000

1″8,900

ｎ

）

300,αЮ

"り
,m

鋼 日Ю

ｎ

〕

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計

2受取書晴金
受取寄附金

施設等受入膵饉整

3受凛助威全尋
受取補助金

4事菫収整
交議会・イベント事彙収益

学口会事栞収整

冊子目布・物品販売事業収益

a烙 ,αЮ

".4∞170,3Ю

∝Ю,αЮ

0

1受取●費
正会員受取会費

買助会員受取会費

0その他の収益
受取利忠

雑収益

事彙費計

214,000

208,400

310,000

143.600

1事事費
(1)人件費

綸料手当

役員報■

退職綸付費用

福利厚生費

(2)その色饉費

会増睛 上費

広颯・印刷費

敏材費・村‖費・口

"闘
礼

旅費交五・通信・消耗品費

αЮ,∝Ю

“

0,αЮ

(1)人件費

役員報日

綸料手当

福利厚生費

ｎ
）

ｎ
）

υ^

ｎ

）

【B】 経 常 費 用

2

(2)その他饉■

渭耗品費

通信遍臓費

令和9年度特定非営利活動に係る事業会計活動予算書

令和0年 4月 1日から令和10年 3月 31日まで

特定非営利活腱法人訪ぐ企■窒

(単位 :円 )

20,800

41,200

131.000



旅費交通費

会■費

管理費計

経 常 費 用 計

20,9Ю0

34,αЮ

131,000

1,001,000

当 期 経 常 増 減 ■ 【Al―【B】 ・̈ ① 185,αЮ

ｎ
）

ｕ^

経 常 外 収 差 計

C 饉 常 外 収 整

■定資産発却盤

過年度損姜修正益

固定責壼発却損

災書損失

遇年度損薔修正損

ｎ
）

ｎ
）

υ^

【0】 経 常 外 費 用

饉 常 外 費 用 計

当期 経 常 外 増減 ■ 【C】―【0】 ・̈ 〇

1鴫は ,税 引 曹 当 期 正 味 財 農 増 颯 ■ ①+②・"〇
法人税、住民税及び事業税・・・④

罰期饉鶴正味財壼■・・・⑤

70,000

田 ,400

次 期燿 鶴 正 味 財 壼■ O―④+O 173,4Ю



書式第6号 (法第10条関係)
設立用

特定非営利活動法人紡ぐ企画室 設立趣旨書

近年、障がい児やその家族に向けた公的な支援制度や福祉サービスは徐々に拡充されてきてい

ます。また、地域社会においても多様性への理解を深め、誰もが暮らしやすい環境を整備しようとする動
きが見られるようになつています。
しかしながら、子どもに障がいがあることを告げられた直後の家族は、依然として強い孤独感や将

来への不安を抱えながら子育てを行つているのが実情です。診断直後は必要な情報にアクセスすること
が難しく、同じ境通の家族とのつながりを持てないことによる孤立は、家族の精神的・肉体的な負担を大

きく増大させています。この初期段階での孤立は、その後の社会参加へのハードルを上げ、地域社会か

らのさらなる孤立を深める要因となつています。
このような課題を解決するためには、障がい児家庭の孤立感を軽減し、診断直後から地域社会と

シームレスにつながることができる支援体制が不可欠です。私たちは、同じ境遇の家族同士が出会い、

支援者と障がい児者、そしてその家族が自然につながることができる安全な居場所を求めています。当

事者同士が互いに情報や経験を共有し、学び合い、支え合える環境を構築し、地域全体で子どもたちの

成長を見守る体制を作ることが、真の共生社会の実現に向けた望ましい状憩であると考えます。

私たちはこれまで、個人的なつながりを基点として任意団体を立ち上げ、同じ境遇の家族を支援

する活動を行つてまいりました。しかし、活動の規模を広げ、行政機関や医療機関、他の支援団体との連

携をさらに深めて継続的かつ安定的な支援を提供していくためには、組織としての社会的信用と情報公

開の透明性が不可欠です。法人格を持たない任意団体のままでは、契約の主体となることや、公的な事

業を受託する上で多くの制限があります。そのため、責任ある事業主体として広く社会からの理解と協力

を得ながら事業を推進すべく、特定非営利活動法人を設立する決意をいたしました。

申請に至るまでの経緯

令和6年3月 個人的に同境遇の母親同士をつなぐ活動を実施
令和8年 1月 任意団体「紡ぐ企画室」発足
令和8年5月 特定非営利活動法人紡ぐ企画室の設立を有志で確認
令和8年7月 特定非営利活動法人紡ぐ企画室の設立総会開催

令和8年 7月 4日

設立代表者

氏名  森番素子




